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医療法人社団菫会 介護老人保健施設 

野洲すみれ苑  

（介護予防）通所リハビリテーション 
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介護老人保健施設 野洲すみれ苑のご案内 

（令和 8年 8月 1日現在） 

当事業所はご契約者に対して介護老人保健施設サービス及び居宅サービスを提供いたします。事業所

の概要や提供されるサービスの内容についてご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

1．施設経営法人 

（１）法人名       医療法人社団 菫会 

（２）法人所在地     神戸市須磨区東白川台１丁目１番１ 

（３）電話番号      078‐743‐6666 

（４）代表者氏名     理事長 前 田  章 

（５）設立年月日     平成 8 年 8 月 1 日 

 

２．事業所の概要 

（１）建物の構造     １階 ～ 4 階 鉄骨造 

（２）建物の延床面積   4346.99 ㎡ 

（３）事業所の周辺環境  自然豊かな環境となっています。 

 (４) 開設年月日      平成 26 年３月 1日 

 (５) 所在地       滋賀県野洲市小篠原 490-1 

 (６) 電話番号            077-588-3001 

 (７) ファックス番号      077-588-3002 

 (８) 介護保険指定番号    介護老人保健施設                  （第 2551380021号） 

             （介護予防）短期入所療養介護      （第 2551380021号） 

             （介護予防）通所リハビリテーション（第 2551380021号） 

              (介護予防) 訪問リハビリテーション（第 2551380021号） 

（９）指定障害福祉番号  短期入所             （第 2511300457 号） 

 
３．事業所の説明 

（１）事業所の目的    当事業所は、看護、医学管理の下での介護や機能訓練、その他必要な医

療と日常生活上のお世話などの介護保健施設サービスを提供すること

で、利用者の能力に応じた日常生活に営むことができるようにし、１日

でも早く家庭での生活に戻ることができるように支援すること、また、

利用者の方が自宅での生活を１日でも長く継続できるよう、（介護予

防）短期入所療養介護や（介護予防）通所リハビリテーションや（介護

予防）訪問リハビリテーションサービスを提供し、在宅ケアを支援する

ことを目的とした事業所です。 

（２）事業所の名称    介護老人保健施設 野洲すみれ苑 
（３）事業所の所在地       野洲市小篠原490‐1 
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   交通機関   最寄駅 ＪＲ野洲駅より徒歩２０分           
（４）電話・FAX 番号    077‐588‐3001（FAX）077‐588‐3002            
（５）施設長（管理者）   氏名 関根 尚之           
（６）事業所の運営方針   利用者の自立を支援・在宅復帰を目指すことを目的とし、明るく家庭

的な雰囲気を有し、地域や家庭との結びつきを重視した運営を行
う。 

（７）開設サービス開始年月日    平成 26年 3 月 1 日 

（８）事業所が行っている業務 

 （介護予防）通所リハビリテーション事業     35 名 

 （介護予防）短期入所療養介護事業        空床型 

 （介護予防）訪問リハビリテーション事業    
  医療型短期入所(障害)           空床型 

（９）通常の事業の実施地域    野洲市・守山市・近江八幡市・竜王町・湖南市 

（10）第三者評価の実施有無     無し 

（11）施設の職員体制 

職種 介護老人保健施

設サービス 

（介護予防）短

期入所療養介護 

（介護予防）通

所リハビリテー

ション 

（介護予防）訪

問リハビリテー

ション 

職務 備考（兼務

等の状況） 

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 

管理者 

（施設長） 

 

医師 

 

  1 名 

 

 

 1 名 

(管理者) 

 

 

 

2 名 

 兼務 

 

 

兼務 

 

 

 

兼務 

 兼務 

 

 

兼務 

 

 

 

兼務 

施設、職員及

び業務の管理  

利用者の健康

管理  

常勤医師が

管理者を兼

務  

通所、訪問

と兼務  

薬剤師  1 名     薬の調剤  

看護職員 8 名 3 名  1 名 2 名   利用者の看護  

介護職員 34 名 6 名   8 名 5 名   利用者の介護  

支援相談員  3 名      利用者家族の

相談援助 

 

理学療法士 

作業療法士 

言語聴覚士 

 2 名 

 9 名 

 1 名 

1 名 

3 名 

1 名 

 1 名 

 兼務 

 兼務 

兼務 

兼務 

兼務 

 兼務 

 兼務 

 兼務 

兼務 

 兼務 

 兼務 

機能訓練、Ａ

ＤＬ訓練の実

施 

通所、訪問

を兼務 

管理栄養士  2 名  兼務 1 名   利用者の栄養

管理 

通所を兼務 

介護支援 

専門員 

 2 名      ケアプラン策

定 

通所を兼務 



3 
 

調理員   4 名 3 名 兼務  兼務   入所者の食事

管理 

 

事務職員  4 名   1 名    事務全般 訪問を兼務 

その他  1 名 7 名  兼務   薬剤助手、営

繕、生活介助 

 

非常勤の員数は、常勤換算後の員数で記入。 

（12）入所定員数   ・定員 100 名 全室個室 

（13）通所定員    ・定員  35 名 

 

４．サービス内容  

① 施設サービス計画の立案  

② （介護予防）短期入所療養介護計画の立案  

③ （介護予防）通所リハビリテーション計画の立案  

④ （介護予防）訪問リハビリテーション計画の立案 

⑤ 食事（食事は原則として食堂でおとりいただきます。）  

⑥ 入浴（一般浴槽のほか入浴に介助を要する利用者には特別浴槽で対応します。入所利

用者は、週に２回ご利用いただきます。通所リハビリテーション利用者も同様に週 2

回ご利用いただきます。ただし、利用者の身体の状態に応じて清拭となる場合があり

ます。）  

⑦ 医学的管理・看護  

⑧ 介護  

⑨ リハビリテーション  

⑩ 相談援助サービス  

⑪ 栄養管理、栄養ケア・マネジメント等の栄養状態の管理  

⑫ 理美容サービス  

⑬ 行政手続代行  

⑭ その他  

＊これらのサービスのなかには、利用者の方から基本料金とは別に利用料金をいただくも

のもありますので、具体的にご相談ください。  

 

５．サービス提供における事業の義務 

当施設は、ご本人に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守ります。 

① ご本人の生命、身体、財産の安全に配慮します。 

② ご本人の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携の上、ご本

人から聴取、確認します。 

③ 非常災害に関する具体的計画を策定するとともに、ご本人に対して、定期的に避難、救
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出その他必要な訓練を行います。 

④ ご本人が受けている要介護認定の有効期間の満了日の 30 日前までに、要介護認定の更

新の申請のために必要な援助を行います。 

⑤ ご本人に提供したサービスについて記録を作成し、完結の日から２年間保管するととも

に、ご本人の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。ただし、コピー代は実費分

いただきます。 

⑥-1 当事業所は、原則として利用者に対し身体拘束を行いません。但し、自傷他害の恐れが

ある等緊急やむを得ない場合は、施設長が判断し、身体拘束その他利用者の行動を制限す

る行為を行うことがあります。この場合には、当事業所の医師がその様態及び時間、その

際の利用者の心身の状況、緊急やむを得なかった理由を診療録に記載する事とします。 

⑥-2当事業所は身体的拘束適正化のための指針を定め、身体的拘束適正化検討委員会を設

置し、三月に一度以上の頻度で開催し、身体的拘束適正化を目指すための取り組み等

の確認・改善を検討します。身体的拘束適正化検討委員会での検討内容の記録を適切

に作成し、結果について、介護職員その他の従業員に周知の徹底し、研修の機会を確

保します。原則として利用者に対し身体拘束を行わない。但し、当該入所者または他

の入所者等の生命または身体を保護するため等緊急やむを得なく身体拘束を行う場

合、当施設の医師がその様態及び時間、その際の利用者の心身の状況、緊急やむを

得なかった理由を診療録に記載します。 

当施設は、利用者の人権擁護、虐待防止のため、高齢者虐待防止のための指針を定

め、高齢者虐待委員会を設置し、責任者を設置する等必要な体制の整備を行うととも

に、年 2回以上開催します。虐待等の発生の防止、早期発見を目指すための取り組み

等の確認・改善を検討します。高齢者虐待委員会での検討内容の記録を適切に作成

し、結果について、介護職員その他の従業員に周知の徹底し、従業者に対し、研修の

機会を確保します。 

⑦-1 当事業所とその職員は、当法人の個人情報保護指針に基づき、業務上知り得た利用者又は

扶養者若しくはその家族等に関する個人情報の利用目的を別紙３の通りに定め、適切に取り

扱います。また正当な理由なく第三者に漏らしません。但し、例外として次の各号について

は、法令上、介護関連事業者が行うべき義務として明記されていることから、情報提供を行

うこととします。 

・サービス提供困難時の事業者間の連絡、紹介等 

・居宅介護支援事業者（地域包括支援センター［介護予防支援事業所］）との連携 

・利用者が偽りその他不正な行為によって保険給付を受けている場合等の市町村への通知 

・利用者に症状の急変が生じた場合等の主治の医師への連絡等 

・生命・身体の保護の為に必要な場合（災害時において安否確認情報を行政に提供する場合

等） 
⑦-2 前項に掲げる事項は、利用終了後も同様の扱いとなります。  
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６．損害賠償について 

当施設において、事業者の責任によりご本人に生じた損害については、事業者は速やかに、 

その損害を賠償いたします。ただし、その侵害の発生について、ご本人に故意又は過失が認め 

られる場合には、ご本人の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる場合には、事業者の 

損害賠償責任を減じる場合があります。 

 

７．事故発生の防止及び発生時の対応 

（１）当施設は、安全かつ適切に、質の高い介護・医療サービスを提供するために、事故

発生の防止のための指針を定め、介護・医療事故を防止するための体制を整備する。 

また、サービス提供等に事故が発生した場合、当施設は、利用者に対し必要な措置を 

行う。 

（２）施設医師の医学的判断により、専門的な医学的対応が必要と判断した場合、協力医療 

機関、協力歯科医療機関又は他の専門的機関での診療を依頼する。 

 

８. 衛生管理等について 

 （１）入所者の使用する施設、食器その他の設備又は引用に供する水について、衛生的

な管理に努めるとともに、衛生上必要な措置を講じます。 

 （２） 食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じて保健

所の助言、指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 

（３） 施設において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、次に掲げ

る措置を講じます。 

 ① 施設における感染症又は食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する

委員会をおおむね３月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に

周知徹底しています。 

  ② 施設における感染症又は食中毒の予防及びまん延防止のための指針を整備してい

ます。 

  ③ 従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための研修並びに感染

症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施します。 

  ④ ①から③までのほか、厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる

際の対処等に関する手順に沿った対応を行います。 

 

９. 業務継続計画の策定等について 

（１）感染症や非常災害の発生時において、入所者に対する介護保健施設サービスの提供

を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業

務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

（２）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定
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期的に実施します。 

（３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行いま

す。 
 

１０．その他  

当施設についての詳細は、パンフレットを用意してありますのでご請求ください。 
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（介護予防）通所リハビリテーションについて 

（令和 8年 8 月 1 日現在） 

 
１．提供するサービスの概要 

営業日  月曜日から土曜日（12月 31 日から 1月 3日は休業） 

営業時間 9 時 30 分から 16 時 30 分 

利用定員 35 名 

通常の事業の実施地域 野洲市・守山市・近江八幡市・竜王市・湖南市 

 
２．提供するサービスの内容と利用料金 

（１） 介護保険の給付対象となるサービス 

以下のサービスについては介護保険負担割合証に記載された利用者負担の割合に応

じて介護保険から給付されます。 

① 健康管理  

血圧や体重測定など利用者の全身状態の把握を行います。 

② リハビリテーション 

理学療法士・作業療法士などにより利用者のニーズに応じて、日常生活動作能力

および生活関連動作能力の向上を目指した練習を実施します。 

③ 排泄 

利用者の状況に応じて適切な排泄介助を行うとともに、排泄の自立についても適

切な援助を行います。 

④ 入浴  

入浴または清拭を行います。寝たきりの方は、機械浴槽を使用して入浴すること

ができます。 

（２） 介護保険の給付対象とならないサービス 

以下のサービスについては利用料金の全額が利用者負担となります。 

① 食事 

管理栄養士の立てる献立表により、利用者の身体の状況及び嗜好を考慮した食事

を提供します。 

② 介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用される場合 

③ レクリエーション・行事 

レクリエーション材料費、行事費をいただきます。 

④ 通常の実施区域外への送迎 

通常の送迎の実施区域外の地区にお住まいの方で、当事業よりサービスを利用さ

れる場合は、送迎費用をいただきます。 

（３） 利用料金 
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① 利用料金表参照 

② ☆介護保険からの給付額に変更のあった場合、変更された額に合わせて、ご本人の負担額

を変更します。 

☆ご本人が介護保険料に未納がある場合には、自己負担額については上表と異なることがあ 

ります。 

③ 食費 

実費 650 円（おやつ代含む） 

① 午後のみご利用の方 実費 50円（おやつ代のみ） 

④ 交通費  

通常の事業の実施地域外の送迎の交通費は、公共交通機関の実費負担額を徴収す

る。   

⑤ その他（保険外利用分）、行事参加費は別途いただくことがあります。 

（４） 利用料金のお支払い方法 

利用者及び扶養者が指定する送付先に対し、毎月１０日に前月料金の合計額の請求書及

び明細書を発行・送付し、利用者及び扶養者は連帯して、当施設に対し、当該合計額を

その月の２０日（土日･祝祭日の場合は翌営業日）に支払うものとします。なお、支払い

の方法は、銀行口座からの引落しとさせていただきます。 

※なお、口座への入金は、引落し日の前日までとします。 

（５）利用の中止、変更、追加 

① 利用予定日の前に、ご契約者の都合により、サービスの利用を中 

止又は変更、もしくは新たなサービスの利用を追加することができ

ます。この場合、作成された居宅サービス計画に基づきサービス提

供を行うため、担当の居宅介護支援専門員にご相談の上、計画利用

予定日の前々日までに事業者に申し出て下さい。 

② 利用予定日の前日午後5時までに申し出がなく、当日になって利用の中止の申し出

をされた場合、食費をいただきます。但しご本人の体調不良等正当な事由がある場

合には、この限りではありません。 

③ サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼働状況に

よりご本人の希望する期間にサービスの提供ができない場合、他の

利用可能期間又は日時をご本人に提示して協議します。 

 

３．対象者 

介護保険被保険者証をお持ちで、要支援１・２、要介護 1～５に認定された方 

 

４．（介護予防）通所リハビリテーション計画書の作成 

① 当事業所では、通所リハビリテーションサービスの提供にあたる医師などの従事 
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者が、診療または運動機能検査などをもとに、共同して利用者の心身の状況およ 

び生活環境に合わせたリハビリテーションの目標、具体的なサービス内容を記載 

した通所リハビリテーション計画を作成します。 

② この通所リハビリテーション計画は、居宅サービス計画に沿って計画します。 

③ サービス提供については、要介護状態の軽減もしくは悪化の防止、要介護状態に 

なることの予防を目指します。 

④ サービス提供にあたっては、常に病状、心身の状況及び置かれている環境を把 

握し、適切なサービスを提供するようにします。 

⑤ 当事業所では、個別リハビリテーションを行う際には、医師、看護師、介護福 

祉士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、管理栄養士などが話し合いリハ 

ビリテーション実施計画を作成します。 

⑥ リハビリテーション実施計画書は、通所リハビリテーション計画を含み、居宅 

サービス計画書に基づいて作成します。 

 
５．非常災害対策 

① 消防法施行規則第３条に規定する消防計画及び風水害、地震などの災害に対処 

する計画に基づき、消防法第８条に規定する防火管理者を設置して非常災害対 

策を行います。 

② 防火管理者は、事務所管理者とは別に定めます。 

③ 火元責任者は、事務所職員を充てます。 

④ 非常災害用の設備点検は、契約保守業者に依頼する。点検の際は、防火管理者 

が立ち会います。 

⑤ 非常災害設備は、常に有効に保持するように努めます。 

⑥ 火災の発生や地震が発生した場合は、被害を最小限にとどめるため、消防担当を

編成に任務を遂行します。 

⑦ 防火管理者は施設職員に対して、防火教育、消防訓練を実施します。 

（１）防火教育及び基本訓練（消火・通報・避難）・・・年２回以上 

内、利用者を含めた総合避難訓練・・・年１回以上 

（３）非常災害用設備の使用方法の徹底・・・随時   

⑧ その他必要な災害防止対策についても必要に応じて対処する体制をとります。 

 

６．事故発生時の対応 

（介護予防）通所リハビリテーションサービスの提供にあたっては、事故が発生した

場合は速やかに医療機関への受診など必要な措置を講じ、保証人などのご家族へ連絡

をします。また、必要に応じ、その他の医療機関などへの受診を行う場合もありま

す。事故についての検証は「事故対策委員会」が行い、経過、原因究明、今後の対策
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を検討し、必要に応じ防止に向けた対応を行います。 

 

７．（介護予防）通所リハビリテーションの利用にあたっての留意事項 

① 飲食物の持ち込みについては、原則として禁止します。 

② ライター、マッチ、刃物などは持ち込み禁止とします。 

又、事業所での喫煙はできません。 

③ 金銭、貴重品の持ち込みは、原則として禁止します。 

④ 感染症対策として、マスク着用をお願いします。 

⑤ 共用施設に関しては、その用途に従って利用してください。 

⑥ 故意に事業所、設備を壊したり、汚したりした場合には、ご本人に自己負担 

により原状に復していただくか、又は相当代価をお支払いいただきます。 

⑦ 当事業所の職員や他の利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治 

活動、営利活動などを行うことはできません。 

 

８.（介護予防）短期入所療養介護、（介護予防）通所リハビリテーション、（介護 

予防訪問リハビリテーションの利用をやめる場合（契約の終了について） 

（利用約款第３条）（利用者からの解除） 

利用者及び扶養者は、当事業所に対し、利用中止の意思表明をすることにより利用者

の居宅サービス（介護予防サービス）計画にかかわらず、本約款に基づく（介護予

防）短期入所療養介護、（介護予防）通所リハビリテーション、（介護予防）訪問リハ

ビリテーションの利用を解除・終了することができます。 

なお、この場合利用者及び扶養者は速やかに当事業所及び利用者の居宅サービス（計

画作成者に連絡するものとします。但し、利用者が正当な理由なく、（介護予防）短

期入所療養介護、（介護予防）通所リハビリテーション、（介護予防）訪問リハビリテ

ーション実施時間中に利用中止を申し出た場合については、原則、基本料金及びその

他ご利用いただいた費用を当事業所にお支払いただきます。 

①．介護保険給付対象サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

②．事業所の運営規定の変更に同意できない場合 

③．ご本人が入院された場合（一部解約はできません） 

④．ご本人の「居宅サービス計画（ケアプラン）」が変更された場合（一部 

解約は出来ません） 

⑤．事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定めるサー 

ビスを実施しない場合 

⑥．事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

⑦．事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失によりご本人の身体･ 

財物･信用等を傷つけ、または著しい不信行為、その他本契約を継続 



11 
 

しがたい重大な事情が認められる場合 

⑧．他の利用者がご本人の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷 

つける具体的な恐れがある場合において、事業者が適切な対応をとら 

ない場合 

 

（利用約款第４条）（当施設からの解除） 

当事業所は、利用者及び扶養者に対し、次に掲げる場合には、本約款に基づく（介護

予防）短期入所療養介護、（介護予防）通所リハビリテーション、（介護予防）訪問リ

ハビリテーションの利用を解除・終了することができます。 

① 利用者が要介護認定において自立と認定された場合 

② 利用者の居宅サービス計画で定められた利用時間数を超える場合 

③ 利用者及び扶養者が、本約款に定める利用料金を２ヶ月以上滞納し、その支払い

を催促したにもかかわらず７日以内に支払われない場合 

④ 利用者の病状、心身状態等が著しく悪化し、当事業所での適切な（介護予防）短

期入所療養介護、（介護予防）通所リハビリテーション、（介護予防）訪問リハビ

リテーションの提供を超えると判断された場合 

⑤ 利用者又は扶養者が、当事業所、当事業所の職員又は他の利用者等に対して利用

継続が困難となる程度の背信行為又は反社会的行為を行った場合 

⑥ 天災、災害、事業所・設備の故障、その他やむを得ない理由により利用させるこ

とができない場合 

契約期間満了の７日前までにご本人から契約終了の申入れがない場合には、契約 

は更に６ヶ月期間（要介護認定期間）同じ条件で更新され、以後も同様となり 

ます。契約期間中は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用す 

ることができますが、仮にこのような事項に該当するに至った場合には、当事業 

所との契約は終了します。 

①．ご本人が死亡した場合 

②．要介護認定によりご本人の心身の状況が自立と判定された場合 

③．事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により 

事業所を閉鎖した場合 

④．施設の滅失や重大な毀損により、ご本人に対するサービスの提供 

が不可能になった場合 

⑤．当事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した 

場合 

⑥．ご本人から解約又は契約解除の申し出があった場合（詳細は以下を 

ご参照ください。） 

⑦．事業者から契約解除を申し出た場合（詳細は以下をご参照ください。） 
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１．ご本人が契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項につ 

いて、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本 

契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

２．ご本人による、サービス利用料金の支払いが２ヶ月以上遅延し、 

相当期間を定めた催告にも関わらずこれが支払われない場合 

３．ご本人が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者も

しくは他の利用サービス等の財物・信用等を傷つけ、又は著しい不

信行為を行うことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情

を生じさせた場合 

４．ご本人の行動が他の利用者もしくはサービス従事者の生命、身体、

健康に重大な影響を及ぼすおそれがあったり、あるいは、ご本人が

重大な自傷行為を繰り返すなど、本契約を継続しがたい重大な事情

が生じた場合 

５．サービス従事者もしくは他の利用者への次のようなハラスメント行為 

を繰し返し行う場合 

    ア）身体的暴力・・・身体的な力を使って危害を及ぼす行為 

       例：暴行 コップを投げつける。たたく。唾をはく。 

    イ）精神的暴力・・・個人の尊厳や人格を態度によって傷をつけたり、貶め

たりする行為 

       例：暴言・誹謗中傷 怒鳴る。威圧的な態度で文句を言い続ける。理不

尽なサービスを要求する。 
    ウ）セクシャルハラスメント・・・意に沿わない性的誘いかけ、好意的な 

態度の要求等、性的な嫌がらせ行為 

 

契約の一部が解約または解除された場合 

本契約の一部が解約又は解除された場合には、当該サービスに関わる条項はその

効力を失います。 

 

契約の終了に伴う援助 

契約が終了する場合には、事業者はご本人の心身の状況、置かれている環 

境等を勘案し、必要な援助を行うよう努めます。 

 
 
 
 
 



 
 

介護老人保健施設 野洲すみれ苑のサービス【(介護予防）通所リハビリテーション】を利

用するにあたり、重要事項説明書の内容の説明を受け、重要事項説明書の交付を受けまし

たす。  

 

本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

説明日 令和   年   月   日 

事業者  介護老人保健施設 野洲すみれ苑 

説明者                 

＜利用者＞ 

氏    名      

住 所  

 

＜家族または法定代理人＞ 

氏    名        続柄 

住    所  

 
 




